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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第196期

第２四半期
連結累計期間

第197期
第２四半期
連結累計期間

第196期

会計期間
自　平成25年１月１日
至　平成25年６月30日

自　平成26年１月１日
至　平成26年６月30日

自　平成25年１月１日
至　平成25年12月31日

営業収益 (百万円) 90,426 117,720 220,026

経常利益 (百万円) 3,753 7,903 21,959

四半期(当期)純利益 (百万円) 5,185 74,720 10,121

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 31,453 116,290 51,280

純資産額 (百万円) 242,601 297,467 262,276

総資産額 (百万円) 930,991 1,297,081 938,161

１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 12.06 173.97 23.55

潜在株式調整後１株当たり

四半期(当期)純利益金額
(円) － － －

自己資本比率 (％) 24.9 21.5 26.7

営業活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △2,768 △38,565 22,135

投資活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △4,693 274,708 37,083

財務活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △5,434 △282,146 △47,119

現金及び現金同等物の

四半期末(期末)残高
(百万円) 27,253 65,641 52,271

 

回次
第196期

第２四半期
連結会計期間

第197期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成25年４月１日
至　平成25年６月30日

自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日

１株当たり四半期純利益金額

又は四半期純損失金額(△)
(円) △0.50 3.42

(注)　１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社の異動は以下の通りであります。

 

(ビル等事業)

　第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表に関する会計基準」等を適用したことにより、中野駅前開発特定目

的会社、京橋開発特定目的会社、新宿センタービル特定目的会社、名駅２丁目開発特定目的会社、㈲東京プライムス

テージを営業者とする匿名組合等のＳＰＣ（特定目的会社７社及び匿名組合６社）が連結子会社となりました。

 

　なお、第１四半期連結会計期間において、報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４　経理の状

況　１ 四半期連結財務諸表 注記事項（セグメント情報等）」に記載の通りであります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　有価証券報告書（第196期事業年度）の提出日以降、事業のリスクについて変更及び追加がありました。以下の内

容は、当該「事業等のリスク」を一括して記載したものであり、当該変更及び追加箇所については下線（＿罫）で

示しております。

　なお、文中における将来に関する事項については、本四半期報告書提出日現在において当社グループが判断した

ものであります。

 

（１）不動産市況の動向

　今後、景気の動向により、賃貸オフィス市場において企業の業績悪化に伴うオフィスニーズの減退が起こる場

合、また、分譲住宅市場において顧客の購買意欲の低下が起こる場合等、不動産市況の動向が、当社グループの

事業展開、業績等に影響を及ぼし、また当社グループ所有資産の価値低下につながる可能性があります。

 

（２）当社事業に関連する法制、税制等の制定・改定等

　当社グループの事業は、各種法令のほか、各自治体が制定した条例、税制等の規制並びに影響を受けているた

め、将来において、これらの関連法制、条例、税制等が制定・改廃された場合には、新たな義務の発生、費用負

担の増加、権利の制限等の発生により、当社グループの事業展開、業績や財政状態、所有資産の価値に影響を及

ぼす可能性があります。また、税務申告において税務当局との見解の相違が生じた場合は、当社グループの業績

や財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

 

（３）金利の変動

　当社グループは、有利子負債の99％を長期による借入とする安定的な資金調達を行うとともに、ほぼ全ての長

期借入について金利を固定化し、金利変動による影響を極力少なくするべく対処しておりますが、金利が上昇し

た場合には、当社グループの業績に影響を及ぼし、また当社グループ所有資産の価値低下につながる可能性があ

ります。

 

（４）天災等の発生

　地震・風水害等の天災地変、戦争、暴動、テロ、その他突発的な事故の発生により、当社グループ所有資産の

価値低下や当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

（５）株式市場の動向

　当社グループは、市場性のある株式を保有しておりますが、株式市場が下落し、保有株式の価値が大幅に下落

した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が判断

したものであります。

 

（１）業績の状況

　当第２四半期連結累計期間の連結業績につきましては、営業収益は1,177億２千万円(前年同四半期904億２千

６百万円、前年同四半期比30.2％増)、営業利益は157億９千９百万円(前年同四半期78億７千３百万円、前年同

四半期比100.7％増)、経常利益は79億３百万円(前年同四半期37億５千３百万円、前年同四半期比110.6％増)と

なりました。また、第１四半期連結会計期間より連結子会社としたＳＰＣが「大手町タワー」（東京都千代田

区）や「中野セントラルパーク」（東京都中野区）の一部を譲渡したこと等により、固定資産売却益等を特別利

益として計上した結果、四半期純利益は747億２千万円（前年同四半期51億８千５百万円、前年同四半期比

1,340.9％増）となりました。

 

EDINET提出書類

東京建物株式会社(E03859)

四半期報告書

 4/26



　なお、第１四半期連結会計期間から報告セグメントの区分を変更しており、前年同四半期の実績値については

新セグメントに組み替えて表示しております。

　各セグメントの業績は以下の通りであります。

 

①　ビル等事業

　当第２四半期連結累計期間においては、前連結会計年度に東京不動産管理㈱を連結子会社としたこと、第１四

半期連結会計期間に「大手町タワー」（東京都千代田区）を保有する㈲東京プライムステージを営業者とする匿

名組合等のＳＰＣを連結子会社としたこと並びに販売用不動産を売却したこと等により、前年同四半期比で大幅

な増収増益となりました。

　この結果、営業収益は538億８千６百万円（前年同四半期245億８千４百万円、前年同四半期比119.2％増）、

営業利益は156億円（前年同四半期72億７千６百万円、前年同四半期比114.4％増）となりました。

区分

前第２四半期(累計) 当第２四半期(累計)

数量等
営業収益
(百万円)

数量等
営業収益
(百万円)

ビル等賃貸
建物賃貸面積 　　440,660㎡

(うち転貸面積　 125,989㎡)
15,762

建物賃貸面積 　　662,246㎡

(うち転貸面積　 94,810㎡)
31,170

不動産売上 － － ４件 10,044

管理受託等 － 6,519 － 12,658

ＳＰＣ配当収益 － 2,303 － 13

営業収益計 － 24,584 － 53,886

営業利益 － 7,276 － 15,600

 

 

②　住宅事業

　当第２四半期連結累計期間においては、住宅分譲で「Brillia City 横浜磯子」（横浜市磯子区）、「Brillia

仙川」（東京都調布市）、「Brillia 王子神谷」（東京都北区）等を売上に計上しました。

　この結果、営業収益は455億６千９百万円（前年同四半期456億８千５百万円、前年同四半期比0.3％減）、営

業利益は20億７千４百万円（前年同四半期24億４千４百万円、前年同四半期比15.1％減）となりました。

区分

前第２四半期(累計) 当第２四半期(累計)

数量等
営業収益
(百万円)

数量等
営業収益
(百万円)

住宅分譲 653戸 35,833 669戸 34,019

住宅賃貸
建物賃貸面積　　 181,211㎡

(うち転貸面積　　45,228㎡)
3,311

建物賃貸面積　　 159,164㎡

(うち転貸面積　　43,617㎡)
3,072

マンション管理受託 管理戸数　　　　　44,309戸 2,773 管理戸数　　　　　49,306戸 3,043

その他 － 3,767 － 5,433

営業収益計 － 45,685 － 45,569

営業利益 － 2,444 － 2,074
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③　その他事業

　当第２四半期連結累計期間においては、不動産流通事業及び時間貸駐車場事業等において好調に推移しました

が、その他における海外事業で前連結会計年度に連結子会社の株式を売却したこと等により前年同四半期比で減

収となりました。なお、前連結会計年度にリフォーム事業を分割し、ビル等事業及び住宅事業に統合しました。

　この結果、営業収益は182億６千４百万円(前年同四半期201億５千６百万円、前年同四半期比9.4％減)、営業

利益は24億８千万円(前年同四半期17億９千２百万円、前年同四半期比38.4％増)となりました。

区分

前第２四半期(累計) 当第２四半期(累計)

数量等
営業収益
(百万円)

数量等
営業収益
(百万円)

不動産流通事業 － 4,772 － 5,218

余暇事業 － 5,576 － 6,079

リフォーム事業 － 1,875 － －

時間貸駐車場事業 車室数　　　　　　43,233室 6,071 車室数　　　　　　46,235室 6,306

その他 － 1,860 － 660

営業収益計 － 20,156 － 18,264

営業利益 － 1,792 － 2,480

 

 

（２）財政状態の分析

(資産)

　当第２四半期連結会計期間末における資産合計は１兆2,970億８千１百万円となり、前連結会計年度末比3,589

億２千万円の増加となりました。これは、ＳＰＣを連結子会社としたことに伴う有形固定資産の増加等によるも

のであります。

(負債)

　当第２四半期連結会計期間末における負債合計は9,996億１千４百万円となり、前連結会計年度末比3,237億２

千９百万円の増加となりました。これは、ＳＰＣを連結子会社としたことに伴う有利子負債の増加等によるもの

であります。なお、有利子負債残高（リース債務除く）は7,427億５千１百万円（前連結会計年度末比3,079億８

千８百万円の増加）となっております。

(純資産)

　当第２四半期連結会計期間末における純資産合計は2,974億６千７百万円となり、前連結会計年度末比351億９

千万円の増加となりました。これは、四半期純利益のほか、ＳＰＣを連結子会社としたこと等によるものであり

ます。

 

（３）キャッシュ・フローの状況の分析

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、第１四半期連結会計期

間よりＳＰＣを連結子会社としたことにより593億７千９百万円増加、営業活動により385億６千５百万円減少、

投資活動により2,747億８百万円増加、財務活動により2,821億４千６百万円減少したこと等により、前連結会計

年度末比で133億７千万円増加し、656億４千１百万円となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

　当第２四半期連結累計期間における営業活動による資金の減少は、385億６千５百万円(前年同四半期比357億

９千７百万円減少)となりました。これは主に、たな卸資産の増加、法人税等の支払いによる資金の減少があっ

たことによるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

　当第２四半期連結累計期間における投資活動による資金の増加は、2,747億８百万円(前年同四半期比2,794億

２百万円増加)となりました。これは主に、固定資産の売却収入による資金の増加があったことによるものであ

ります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

　当第２四半期連結累計期間における財務活動による資金の減少は、2,821億４千６百万円(前年同四半期比

2,767億１千１百万円減少)となりました。これは主に、有利子負債の返済、連結子会社としたＳＰＣが行った少

数株主への配当金の支払いや払戻しによる資金の減少があったことによるものであります。
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（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。

 

（５）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 800,000,000

計 800,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成26年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成26年８月13日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 433,059,168 433,059,168
東京証券取引所

(市場第一部)

単元株式数

1,000株

計 433,059,168 433,059,168 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成26年４月１日～

平成26年６月30日
－ 433,059 － 92,451 － 63,207
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（６）【大株主の状況】

  平成26年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

(信託口)
東京都港区浜松町二丁目11番３号 42,292 9.77

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会

社(信託口)
東京都中央区晴海一丁目８番11号 24,941 5.76

ステート　ストリート　バンク　アンド　

トラスト　カンパニー（常任代理人　香港

上海銀行東京支店　カストディ業務部）

ONE LINCOLN STREET,BOSTON MA USA 02111

（東京都中央区日本橋三丁目11番１号）
11,604 2.68

株式会社損害保険ジャパン（常任代理人　

資産管理サービス信託銀行株式会社）

東京都新宿区西新宿一丁目26番１号

（東京都中央区晴海一丁目８番12号）
10,484 2.42

ザ　バンク　オブ　ニユーヨーク　メロ

ン　エスエー　エヌブイ　10（常任代理

人　株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行）

RUE MONTOYERSTRAAT 46,1000

BRUSSELS,BELGIUM

（東京都千代田区丸の内二丁目７番１号）

10,071 2.33

明治安田生命保険相互会社（常任代理人　

資産管理サービス信託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内二丁目１番１号

（東京都中央区晴海一丁目８番12号）
9,458 2.18

ザ　バンク　オブ　ニューヨーク　メロ

ン　140030(常任代理人　株式会社みずほ

銀行決済営業部)

ONE WALL STREET,NEW YORK,NY 10286

U.S.A.

（東京都中央区月島四丁目16番13号）

6,443 1.49

ステート　ストリート　バンク　アンド　

トラスト　カンパニー 505225（常任代理

人　株式会社みずほ銀行決済営業部）

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101

U.S.A.

（東京都中央区月島四丁目16番13号）

5,943 1.37

ステート　ストリート　バンク　ウェス

ト　ペンション　ファンド　クライアン

ツ　エグゼンプト（常任代理人　株式会社

みずほ銀行決済営業部）

1776 HERITAGE DRIVE,NORTH QUINCY, MA

02171,U.S.A.

（東京都中央区月島四丁目16番13号）

5,803 1.34

ヒューリック株式会社 東京都中央区日本橋大伝馬町７番３号 5,273 1.22

計 　 132,314 30.55

 

(注１)　平成26年２月６日付でJPモルガン・アセット・マネジメント株式会社及びその共同保有者の代理人であるアン

ダーソン・毛利・友常法律事務所より株券等の大量保有報告書の変更報告書が提出されていますが、当社として

当第２四半期会計期間末における実質所有の状況が確認できないため、上記大株主の状況には含めておりませ

ん。なお、当該大量保有報告書の変更報告書による平成26年１月31日現在の株式所有状況は次の通りでありま

す。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合(％)

JPモルガン・アセット・マネジメント株式

会社
東京都千代田区丸の内二丁目７番３号 10,487 2.42

ジェー・エフ・アセット・マネジメント・

リミテッド

香港、セントラル、コーノート・ロード

８、チャーター・ハウス21階
1,380 0.32

JPモルガン証券株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目７番３号 766 0.18

 

EDINET提出書類

東京建物株式会社(E03859)

四半期報告書

 9/26



(注２)　平成26年３月７日付でフィデリティ投信株式会社より株券等の大量保有報告書の変更報告書が提出されています

が、当社として当第２四半期会計期間末における実質所有の状況が確認できないため、上記大株主の状況には含

めておりません。なお、当該大量保有報告書の変更報告書による平成26年２月28日現在の株式所有状況は次の通

りであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合(％)

フィデリティ投信株式会社 東京都港区虎ノ門四丁目３番１号 17,308 4.00

 

(注３)　平成26年４月７日付で株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループより株券等の大量保有報告書が提出されて

いますが、当社として当第２四半期会計期間末における実質所有の状況が確認できないため、上記大株主の状況

には含めておりません。なお、当該大量保有報告書による平成26年３月31日現在の株式所有状況は次の通りであ

ります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合(％)

三菱ＵＦＪ投信株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 10,157 2.35

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 8,783 2.03

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式

会社
東京都千代田区丸の内二丁目５番２号 3,060 0.71

 

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成26年６月30日現在
 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)

普通株式　　　474,000
－

－
(相互保有株式)

普通株式　　4,682,000
－

完全議決権株式(その他) 普通株式　426,958,000 426,958 －

単元未満株式 普通株式　　　945,168 － 1単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 433,059,168 － －

総株主の議決権 － 426,958 －

(注)　「単元未満株式」に含まれる自己株式等

東京建物㈱　　　　　　　　　667株

東京不動産管理㈱　　　　　　481株
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②【自己株式等】

平成26年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数

の割合(％)

(自己保有株式)

東京建物㈱

東京都中央区八重洲

一丁目９番９号
474,000 － 474,000 0.11

(相互保有株式)

東京不動産管理㈱

東京都墨田区太平

四丁目１番３号
2,502,000 － 2,502,000 0.58

(相互保有株式)

東京ビルサービス㈱

東京都墨田区太平

四丁目１番３号
2,180,000 － 2,180,000 0.50

計 － 5,156,000 － 5,156,000 1.19

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

東京建物株式会社(E03859)

四半期報告書

11/26



第４【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府

令第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成26年４月１日から平成

26年６月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成26年１月１日から平成26年６月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１　【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(平成25年12月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成26年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 52,272 65,643

受取手形及び営業未収入金 19,678 4,863

有価証券 － 9

匿名組合出資金 6,875 －

販売用不動産 39,653 46,766

仕掛販売用不動産 31,395 26,921

開発用不動産 30,174 56,978

繰延税金資産 3,056 17,678

その他 13,112 15,722

貸倒引当金 △253 △219

流動資産合計 195,964 234,363

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 206,536 342,918

減価償却累計額 △97,054 △109,047

建物及び構築物（純額） 109,482 233,871

土地 290,863 491,594

建設仮勘定 5,536 6,801

その他 16,452 19,847

減価償却累計額 △9,670 △10,780

その他（純額） 6,782 9,067

有形固定資産合計 412,666 741,334

無形固定資産   

借地権 15,975 106,221

その他 1,443 6,255

無形固定資産合計 17,419 112,477

投資その他の資産   

投資有価証券 235,254 130,527

匿名組合出資金 52,918 9,630

繰延税金資産 1,428 1,465

敷金及び保証金 10,585 21,206

その他 39,510 46,126

貸倒引当金 △65 △50

投資損失引当金 △27,520 －

投資その他の資産合計 312,111 208,906

固定資産合計 742,196 1,062,718

資産合計 938,161 1,297,081
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(平成25年12月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成26年６月30日)

負債の部   

流動負債   

短期借入金 92,849 ※２ 158,809

1年内償還予定の社債 20,450 ※２ 10,710

未払金 9,598 4,502

未払法人税等 5,313 13,661

引当金 518 549

不動産特定共同事業出資受入金 5,373 2,853

その他 29,701 35,572

流動負債合計 163,803 226,658

固定負債   

社債 119,500 ※２ 130,627

長期借入金 197,635 ※２ 438,701

退職給付引当金 9,069 9,234

その他の引当金 512 547

繰延税金負債 33,990 26,392

再評価に係る繰延税金負債 26,549 28,431

受入敷金保証金 59,503 67,199

不動産特定共同事業出資受入金 53,627 60,457

その他 11,692 11,364

固定負債合計 512,080 772,956

負債合計 675,884 999,614

純資産の部   

株主資本   

資本金 92,451 92,451

資本剰余金 63,432 63,432

利益剰余金 18,590 51,595

自己株式 △2,375 △2,401

株主資本合計 172,098 205,077

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 56,589 51,342

繰延ヘッジ損益 △308 △352

土地再評価差額金 16,161 19,232

為替換算調整勘定 5,919 3,913

その他の包括利益累計額合計 78,362 74,136

少数株主持分 11,815 18,253

純資産合計 262,276 297,467

負債純資産合計 938,161 1,297,081
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  (単位：百万円)

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年１月１日
　至　平成25年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年１月１日
　至　平成26年６月30日)

営業収益 90,426 117,720

営業原価 70,483 89,819

営業総利益 19,943 27,900

販売費及び一般管理費 ※１ 12,069 ※１ 12,100

営業利益 7,873 15,799

営業外収益   

受取利息 18 13

受取配当金 494 556

持分法による投資利益 286 －

その他 365 294

営業外収益合計 1,165 864

営業外費用   

支払利息 3,920 6,780

持分法による投資損失 － 301

不動産特定共同事業分配金 417 433

その他 947 1,244

営業外費用合計 5,285 8,760

経常利益 3,753 7,903

特別利益   

固定資産売却益 135 132,749

投資有価証券売却益 147 －

負ののれん発生益 2,251 7,163

段階取得に係る差益 1,101 －

受取補償金 ※２ 90 ※２ 63

特別利益合計 3,726 139,976

特別損失   

固定資産売却損 9 －

固定資産除却損 24 49

事業譲渡損失引当金繰入額 145 －

減損損失 74 491

持分変動損失 － 754

借入金繰上返済費用 － ※３ 5,139

特別損失合計 253 6,435

税金等調整前四半期純利益 7,226 141,444

法人税、住民税及び事業税 1,105 28,985

法人税等調整額 721 △11,457

法人税等合計 1,826 17,527

少数株主損益調整前四半期純利益 5,399 123,916

少数株主利益 213 49,196

四半期純利益 5,185 74,720
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  (単位：百万円)

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年１月１日
　至　平成25年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年１月１日
　至　平成26年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 5,399 123,916

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 20,910 △5,577

繰延ヘッジ損益 149 △43

為替換算調整勘定 1,907 △9

持分法適用会社に対する持分相当額 3,086 △1,996

その他の包括利益合計 26,053 △7,626

四半期包括利益 31,453 116,290

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 30,733 67,423

少数株主に係る四半期包括利益 719 48,867
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年１月１日
　至　平成25年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年１月１日
　至　平成26年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 7,226 141,444

減価償却費 4,156 7,247

減損損失 74 491

のれん償却額 145 456

負ののれん発生益 △2,251 △7,163

段階取得に係る差益 △1,101 －

持分法による投資損益（△は益） △286 301

貸倒引当金の増減額（△は減少） △273 △49

その他の引当金の増減額（△は減少） △1,288 206

受取利息及び受取配当金 △512 △569

支払利息 3,920 6,780

投資有価証券売却損益（△は益） △147 －

持分変動損益（△は益） － 754

固定資産除売却損益（△は益） △101 △132,700

売上債権の増減額（△は増加） 677 △468

たな卸資産の増減額（△は増加） ※２ △12,645 ※２ △23,266

預り敷金及び保証金の増減額（△は減少） 3,951 △3,168

仕入債務の増減額（△は減少） 16 △8,101

敷金及び保証金の増減額（△は増加） 16 △5,570

その他 △2,189 13,704

小計 △614 △9,669

利息及び配当金の受取額 1,961 701

利息の支払額 △4,033 △8,833

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △81 △20,763

営業活動によるキャッシュ・フロー △2,768 △38,565

投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の売却及び償還による収入 18,456 935

投資有価証券の取得による支出 △14,412 △277

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
△2,006 △904

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

収入
8 －

関係会社出資金の払込による支出 － △8,725

匿名組合出資金の払込による支出 － △2,000

匿名組合出資金の払戻による収入 2,219 355

固定資産の売却による収入 361 291,317

固定資産の取得による支出 △3,389 △7,138

事業譲渡による収入 17 0

貸付けによる支出 △1,813 △18

貸付金の回収による収入 1,817 17

不動産特定共同事業出資受入金の増減額（△は減

少）
△4,537 4,310

その他 △1,415 △3,163

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,693 274,708
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  (単位：百万円)

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年１月１日
　至　平成25年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年１月１日
　至　平成26年６月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,394 94

長期借入れによる収入 37,400 222,000

長期借入金の返済による支出 △56,218 △417,652

長期未払金の返済による支出 △430 △417

社債の発行による収入 25,000 15,000

社債の償還による支出 △10,100 △20,355

自己株式の売却による収入 1 0

自己株式の取得による支出 △42 △26

配当金の支払額 △2,156 △2,159

少数株主への配当金の支払額 △40 △49,462

少数株主への払戻による支出 － △22,743

その他 △243 △6,426

財務活動によるキャッシュ・フロー △5,434 △282,146

現金及び現金同等物に係る換算差額 683 △6

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △12,213 △46,009

現金及び現金同等物の期首残高 39,466 52,271

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 59,379

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 27,253 ※１ 65,641
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

　　　 （１）連結の範囲の重要な変更

　第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成23年３月

25日）、「一定の特別目的会社に係る開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第15号　平成23年３

月25日）、「連結財務諸表における子会社及び関連会社の範囲の決定に関する適用指針」（企業会計基準適

用指針第22号　平成23年３月25日）及び「投資事業組合に対する支配力基準及び影響力基準の適用に関する

実務上の取扱い」（実務対応報告第20号　平成23年３月25日）を適用し、中野駅前開発特定目的会社、京橋

開発特定目的会社、新宿センタービル特定目的会社、名駅２丁目開発特定目的会社、㈲東京プライムステー

ジを営業者とする匿名組合等の特定目的会社７社及び匿名組合６社（以下総称して「連結対象ＳＰＣ」とい

う。）を連結の範囲に含めております。

 

　　　 （２）持分法適用の範囲の重要な変更

　第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成23年３月

25日）、「一定の特別目的会社に係る開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第15号　平成23年３

月25日）、「連結財務諸表における子会社及び関連会社の範囲の決定に関する適用指針」（企業会計基準適

用指針第22号　平成23年３月25日）及び「投資事業組合に対する支配力基準及び影響力基準の適用に関する

実務上の取扱い」（実務対応報告第20号　平成23年３月25日）を適用し、大阪駅北地区開発特定目的会社、

霞が関開発特定目的会社等の特定目的会社３社を持分法適用の範囲に含めております。

 

　「連結財務諸表に関する会計基準」等を適用したことによる連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更は、当

第２四半期連結会計期間の属する連結会計年度の連結財務諸表に重要な影響を与えております。当社の連結財

務諸表には、第１四半期連結会計期間より、上記会計基準等の適用による影響が含まれております。

 

 

(会計方針の変更等)

(会計基準の改正等に伴う会計方針の変更)

　第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成23年３月25

日）、「一定の特別目的会社に係る開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第15号　平成23年３月25

日）、「連結財務諸表における子会社及び関連会社の範囲の決定に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第

22号　平成23年３月25日）及び「投資事業組合に対する支配力基準及び影響力基準の適用に関する実務上の取扱

い」（実務対応報告第20号　平成23年３月25日）を適用し、連結対象ＳＰＣを連結子会社としました。

　新たに連結子会社となる連結対象ＳＰＣへの会計基準等の適用については、「連結財務諸表に関する会計基

準」第44-４項(３)に定める経過的な扱いに従っており、適用初年度の期首において連結対象ＳＰＣに関する資

産、負債及び少数株主持分を連結財務諸表上の適正な帳簿価額により評価しております。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の期首の利益剰余金が36,504百万円減少しております。
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(四半期連結貸借対照表関係)

１　保証債務の内容及び金額は、次の通りであります。

 
前連結会計年度

(平成25年12月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成26年６月30日)

住宅ローン利用者及び従業員住宅取得制度

利用者
22,195百万円 2,918百万円

 

※２　社債又は借入金に含まれるノンリコース債務は次の通りであります。

 
前連結会計年度

（平成25年12月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成26年６月30日）

短期借入金 －百万円 73,979百万円

１年内償還予定の社債 －百万円 510百万円

社債 －百万円 6,227百万円

長期借入金 －百万円 246,465百万円

 

 

(四半期連結損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次の通りであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年１月１日
　至　平成25年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年１月１日
　至　平成26年６月30日)

広告宣伝費 1,684百万円 1,170百万円

給料手当 3,147百万円 3,235百万円

賞与引当金繰入額 131百万円 133百万円

役員賞与引当金繰入額 6百万円 13百万円

退職給付費用 355百万円 298百万円

役員退職慰労引当金繰入額 25百万円 22百万円

 

※２　受取補償金は、東京電力㈱からの補償金であります。

 

※３　借入金繰上返済費用は、第１四半期連結会計期間より連結子会社とした特定目的会社等が金融機関からの

借入金を期限前に返済したことで発生した費用であり、借入金繰上返済精算金、金利スワップ解約精算金

及び借入手数料償却費であります。

 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次

の通りであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年１月１日
至　平成25年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年１月１日
至　平成26年６月30日)

現金及び預金 27,254百万円 65,643百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △1百万円 △1百万円

現金及び現金同等物 27,253百万円 65,641百万円

 

※２　たな卸資産の増減額は、たな卸資産に係る未払金及び前渡金の増減額を含めて記載しております。
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(株主資本等関係)

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間(自　平成25年１月１日　至　平成25年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年３月28日

定時株主総会
普通株式 2,163 ５ 平成24年12月31日 平成25年３月29日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

の末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間(自　平成26年１月１日　至　平成26年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年３月28日

定時株主総会
普通株式 2,163 ５ 平成25年12月31日 平成26年３月31日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年８月８日

取締役会
普通株式 1,297 ３ 平成26年６月30日 平成26年９月２日 利益剰余金

 

３．株主資本の金額の著しい変動

　第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表に関する会計基準」等を適用し、ＳＰＣを連結子会社とし

たことにより、当第２四半期連結累計期間の期首の利益剰余金が36,504百万円減少しております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間(自　平成25年１月１日　至　平成25年６月30日)

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 ビル等 住宅 その他
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
　(注)２

営業収益      

(1)外部顧客への営業収益 24,584 45,685 20,156 － 90,426

(2)セグメント間の内部営

業収益又は振替高
364 199 999 △1,563 －

計 24,949 45,885 21,155 △1,563 90,426

セグメント利益 7,276 2,444 1,792 △3,639 7,873

(注) １．セグメント利益の調整額△3,639百万円には、セグメント間取引消去△66百万円及び各報告セグメン

トに配分していない全社費用△3,573百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメント

に帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間(自　平成26年１月１日　至　平成26年６月30日)

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 ビル等 住宅 その他
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
　(注)２

営業収益      

(1)外部顧客への営業収益 53,886 45,569 18,264 － 117,720

(2)セグメント間の内部営

業収益又は振替高
437 136 2,330 △2,904 －

計 54,324 45,705 20,594 △2,904 117,720

セグメント利益 15,600 2,074 2,480 △4,355 15,799

(注) １．セグメント利益の調整額△4,355百万円には、セグメント間取引消去△630百万円及び各報告セグメン

トに配分していない全社費用△3,725百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメント

に帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３．第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表に関する会計基準」等を適用し、ＳＰＣを連結子会社

としたこと等により、セグメント資産が、ビル等セグメントで357,848百万円増加しております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

　前連結会計年度において、セグメント情報におけるセグメント区分は「ビル等」、「住宅」、「不動産

流通」及び「その他」に区分しておりましたが、不動産流通セグメントの量的な重要性が低下したため、

第１四半期連結会計期間からその他セグメントに含めて記載する方法に変更しております。

　なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後のセグメントに基づき作成しておりま

す。
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(金融商品関係)

前連結会計年度末（平成25年12月31日）

    （単位：百万円）

科目
連結貸借対照表

計上額
時価 差額 時価の算定方法

１年内返済予定の

長期借入金及び

長期借入金

289,091 291,797 2,705 （注）

（注）　これらのうち変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、時価は帳簿価額と近似している

ことから、当該帳簿価額によっております。固定金利によるものは元利金の合計額を、新規に同様の借入

を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

 

当第２四半期連結会計期間末（平成26年６月30日）

　長期借入金が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の末日に比べ

て著しい変動が認められます。

    （単位：百万円）

科目
四半期連結

貸借対照表計上額
時価 差額 時価の算定方法

１年内返済予定の

長期借入金及び

長期借入金

596,023 598,329 2,306 （注）

（注）　これらのうち変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、時価は帳簿価額と近似している

ことから、当該帳簿価額によっております。固定金利によるものは元利金の合計額を、新規に同様の借入

を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

 

 

(１株当たり情報)

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下の通りであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年１月１日
至　平成25年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年１月１日
至　平成26年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 12円6銭 173円97銭

(算定上の基礎)   

四半期純利益金額　　　　　　　　　(百万円) 5,185 74,720

普通株主に帰属しない金額　　　　　(百万円) － －

普通株式に係る四半期純利益金額　　(百万円) 5,185 74,720

普通株式の期中平均株式数　　　　　　(千株) 429,915 429,508

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。
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２【その他】

　第197期（平成26年１月１日から平成26年12月31日まで）中間配当について、平成26年８月８日開催の取締役会に

おいて、平成26年６月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次の通り中間配当を行うことを決議いたしました。

　① 配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,297百万円

　② １株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　３円00銭

　③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　　平成26年９月２日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成26年８月13日

東京建物株式会社

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 向　　井　　　　 誠　　 印

 
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 新　　居　　　幹　　也　 印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東京建物株式会

社の平成26年１月１日から平成26年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成26年４月１日から平成

26年６月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成26年１月１日から平成26年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東京建物株式会社及び連結子会社の平成26年６月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

強調事項

　会計方針の変更等に記載されているとおり、会社は第１四半期連結会計期間より「連結財務諸表に関する会計基準」

（企業会計基準第22号　平成23年３月25日）等を適用している。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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